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竹原市人事行政の運営等の状況

１　職員の任用の状況
(1)　採用状況

職種
受験者数 採用者数 前年度

採用者数男性 女性 計 男性 女性 計

一般事務職 42 人 16 人 58 人 ２人 ２人 ４人 ２人

土木技師 ６人 ２人 ８人 １人 ０人 １人 ０人

保健師 ０人 ４人 ４人 ０人 ２人 ２人 ０人

任期付土木技師 ９人 ０人 ９人 １人 ０人 １人 ―

計 57 人 22 人 79 人 ４人 ４人 ８人 ２人

（注）令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までのものです。

区分 令和２年度 令和元年度

定年退職 ７人 ４人

勧奨退職 ２人 ３人

普通退職等 ５人 ７人

計 14 人 14 人

再任用職員 ２人 ６人

(2)　退職者数

区分 職員数 男性 女性

部　長　級 ３人 ３人 ０人

課　長　級 22 人 17 人 ５人

課長補佐級 ０人 ０人 ０人

係　長　級 56 人 41 人 15 人

そ　の　他 95 人 70 人 25 人

計 176 人 131 人 45 人

(3)　地位別職員数（令和３年４月１日現在）

（注）職員のうち一般行政職のものです。

２　職員の給与の状況
(1)　人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台
帳（年度末）

歳出額
A

実質
収支

人件費
B

人件費率
（B/A）

前年度
人件費率

令和
２年度

人
24,378

千円
15,550,549

千円
107,099

千円
2,267,681

%
14.6

%
15.6

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

竹原市
円

321,361
円

396,387
歳

43.0
円

366,843
円

383,091
歳

52.8

国
円

325,827
円

407,153
歳

43.0
円

286,947
円

328,603
歳

50.9

(2)　職員の平均給料月額、平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

区分 竹原市 国

一般行政職
大学卒 188,700 円 182,200 円

高校卒 160,100 円 150,600 円

(3)　職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

問い合わせ　総務課人事係　☎２２-７７５９

区分 竹原市 国

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6 月期 1.275 月分 0.95 月分 6 月期 1.275 月分 0.95 月分

12 月期 1.275 月分 0.95 月分 12 月期 1.275 月分 0.95 月分

計 4.45 月分 計 4.45 月分

退
職
手
当

　　 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 19.6695 月分 26.3655 月分 勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続 25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続 35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分  47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

(5)　職員手当の状況（令和３年４月１日現在）

一週間の勤務時間 開始・終了時間 休憩時間

38 時間 45 分 8時 30 分から 17 時 15 分まで 12 時から 13 時まで

時間外・休日勤務総時間数 職員 1人当りの時間外・休日勤務月平均時間数

25,017 時間 9.4 時間

(3)　時間外勤務及び休日勤務等の状況

（注）令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までのものです。

区　分 休職 免職 計

勤務実績が良くない場合 ０ ０

心身の故障の場合 ２ ０ ２

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０

計 ２ ０ ２

５　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)　分限処分者数

（注）令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までのものです。

区分 戒告 減給 停職 免職 計

被処分者数 ０ ０ ０ ０ ０

(2)　懲戒処分者数

（注）令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までのものです。

係属件数 令和元年度処理件数 翌年度へ
の繰越
A-B

前 年 度 か
らの繰越

新規
要求

計
A

却下
全部
否認

一部
容認

全部
容認

取下げ
計
B

０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

６　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況

７　職員の不利益処分に関する不服申し立ての状況
係属件数 令和元年度処理件数 翌年度へ

の繰越
A-B

前 年 度 か
らの繰越

新規
申立て

計
A

却下
処分
承認

処分
修正

処分
取消

取下げ
計
B

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（注）令和２年１月１日から令和２年 12 月 31 日までの市長部局に属する一般職員のものです。

総付与日数
A

総使用日数
B

全対象職員数
C

平均使用日数
B/C

取得率
B/A

7,380.4 日 2,007.9 日 188 人 10.7 日 27.2％

(2)　年次有給休暇の取得状況

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　職員の勤務時間（令和３年４月１日現在）

(4)　ラスパイレス指数の状況（令和２年４月１日現在）

ラスパイレス指数 97.5

※ラスパイレス指数とは、地方公務員のうち、一般行政職
　の職員の学歴別、経験年数別構成等を国家公務員の行政
　職の職員と同一に仮定して各自治体ごとの平均給料額を
　求めて、国の平均給料額を 100 として算出したものです。

区分 報酬等月額 期末手当

市　長 692,750 円（815,000 円） 

６月期　 2.225 月分

12 月期   2.225 月分

    計　 4.45 月分

副市長 585,200 円（665,000 円） 

教育長 549,000 円（610,000 円）

議　長 426,800 円（440,000 円） 

副議長 383,150 円（395,000 円） 

議　員 344,350 円（355,000 円） 

３　特別職の報酬等の状況　（令和３年４月１日現在）

　竹原市職員の任用・給与等の状況を、市民のみな
さんに知っていただくため、その概要をお知らせし
ます。

（注）報酬等月額の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
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竹原市の財政事情
　　～令和２年度決算及び令和３年度上半期予算執行状況～

　令和２年度一般会計決算額は、歳入が 162 億 1,888 万円で前

年度（141 億 3,585 万円）より 20 億 8,303 万円（14.7％）増加し、

歳出が 155 億 1,107 万円で前年度（134 億 5,979 万円）より 20

億 5,128 万円（15.2％）増加しています。

　また、翌年度に繰り越す財源を除いた実質収支（※「用語解

説」参照）は、9,295 万円の黒字となっています。

【歳入】
　歳入の主なものとして、市税は 36 億 1,532 万円

で、固定資産税の減少等により、前年度（37 億 3,940

万円）と比較して 1 億 2,407 万円（3.3％）の減少

となっています。

　地方交付税は、29 億 4,420 万円で、前年度（27

億 746 万円）と比較して、２億 3,674 万円（8.7％）

増加しています。

　市債は、11 億 3,076 万円で、前年度（18 億 6,744

万円）と比較して、7 億 3,669 万円（39.4％）減少

しています。

一般会計決算状況

【歳出】
　歳出の主なものとして、総務費は、41 億 370 万円

で、特別定額給付金事業の増加等により、前年度（14

億 3,049 万円）と比較して、26億 7,320 万円（186.9％）

増加しています。

　民生費は 45 億 1,780 万円で、生活保護費の減少

等により、前年度（46 億 2,669 万円）と比較して、

１億 889 万円（2.4％）減少しています。

　土木費は、11 億 4,451 万円で、普通建設事業の

減少等により、前年度（16 億 8,844 万円）と比較

して、５億 4,393 万円（32.2％）減少しています。

▼図１　令和２年度の一般会計決算状況

問い合わせ

　財政課財政係

　☎２２-７７３１

※各費目、構成比の合計は、端数処理の関係で全体の計と一致しない場合があります。

用語解説

○実質収支

　形式収支（歳入総額から歳出総額を

除いたもの）から翌年度に繰り越すべ

き財源を控除した決算額。実質的な収

入と支出の差額を示すものです。

市税
36億1,532万円

22.3%
地方譲与税

1億2,223万円
0.8%

各種交付金
6億6,937万円

4.1%
地方交付税

29億4,420万円
18.2%

国庫支出金
52億2,622万円

32.2%

県支出金
10億7,343万円

6.6%

市債
11億3,076万円

7.0%繰越金
5億9,705万円

3.7%

繰入金
2,680万円

0.2%

その他
8億1,351万円

4.9%

歳入合計
162億1,888万円

民生費

45億1,780万円
29.1%

土木費
11億4,451万円

7.4%

災害復旧費
12億6,516万円

8.2% 総務費
41億370万円

26.5%
教育費

9億6,711万円
6.2%

公債費
11億3,863万円

7.3%

商工費
4億5,533万円

2.9%

衛生費
9億2,297万円

6.0%

消防費
5億4,841万円

3.5%

労働費
4,151万円

0.3%

議会費
1億4,102万円

0.9%

農林水産業費
2億6,493万円

1.7%

歳出合計
155億1,107万円
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　令和２年度末時点の市債残高は、135 億 5,847 万

円で、前年度（135 億 114 万円）と比較して 5,733

万円（0.4％）増加しています。増加の主な要因は、

令和２年度に借り入れた市債と比べ，元金償還が少

なかったことによるものです。

　特別会計の決算状況は、表１のとおりです。

会計名 歳入 歳出

国民健康保険 32 億 5,330 万円 32 億 634 万円

貸付資金 745 万円 745 万円

港湾事業 5,267 万円 3,852 万円

公共用地先行取得事業 0 円 0 円

介護保険 33 億 8,143 万円 33 億 2,309 万円

後期高齢者医療 5 億 508 万円 5億 408 万円

▼表１　令和２年度の特別会計決算

住民一人当たりの使い道は？

※令和２年度末人口 24,378 人で算出。 合計額　636,008 円

民生費

185,323 円

総務費

168,336 円

公債費

46,707 円

農林水産業費

10,868 円

労働費

1,703 円

議会費

5,785 円

災害復旧費

51,898 円

土木費

46,948 円

教育費

39,405 円

消防費

22,496 円

商工費

18,678 円

 衛生費

37,861 円

　令和２年度末時点の基金残高は 17 億 5,210 万円

で、前年度（13 億 9,060 万円）と比較して、３億 6,150

万円（26.0％）増加しています。増加の主な要因は

財政調整基金（※「用語解説」参照）、地域振興基金、

都市基盤整備基金の積み立てによるものです。基金

残高は９年ぶりに増加しましたが、未だ基金残高は

低い水準であり、厳しい財政状況です。

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率（※「用

語解説」参照）は、令和２年度は 96.0％（前年度

100.6％）と前年度から改善しているものの、引き

続き高い水準にあり、財政構造が硬直化した状況が

継続しています。

財政構造の弾力性

　今後も平成 30 年７月豪雨及び令和３年大雨に係

る災害復旧・復興経費や更なる防災減災対策、また、

老朽化した施設等に対応する経費の増加が見込まれ

ており、大変厳しい財政状況が続く見込みです。限

られた財源で最大の効果が出るよう創意工夫のも

と、元気な竹原市の実現に向けた効果的な施策に取

り組んでいきます。

用語解説

○経常収支比率

　財政構造の弾力性を示す指標。この比

率が高いほど経常的経費が占める割合が

高く、臨時的な財政需要に使用できる一

般財源が少ないことを示します。

○財政調整基金

　特定の目的のためでなく、市税などの

歳入が減少する場合等、年度間の財源不

足に備えるため、剰余金などを積み立て、

財源が不足する年度に活用する基金。

特別会計決算状況

基金残高の増加

市債残高の増加

持続的な財政運営に向けて



広報たけはら　2021.12.6 12

　令和３年９月末現在の一般会計予算額は 138 億 1,730 万円で、収入済額は 59 億 9,557 万円（収入率

43.4％）、支出済額は 46 億 4,657 万円（執行率 33.6％）となっています。一般会計の款別予算執行状況及

び各特別会計の予算執行状況は図２及び表３のとおりです。

財政健全化判断比率の状況

 

健全化判断比率
令和２
年度指標

令和元
年度指標

早期健全
化基準

財政再
生基準

①実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（13.95）（20.00）

②連結実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（18.95）（30.00）

③実質公債費比率 8.4 8.8 （25.0）（35.0）

④将来負担比率 94.0 84.8 （350.0） -

▼表２　財政健全化判断比率

▼図２　令和３年度上半期の一般会計予算執行状況

▼表３　令和３年度上半期の特別会計予算執行状況

　財政健全化判断比率は、それぞれ財政再生基準、早期健全化基準が設けられており、これらの基準を上回った団

体は、財政健全化計画の策定等が義務付けられることとなります。竹原市はいずれの指標も基準を下回っています。

　財政健全化判断比率については、表２のとおりです。

※実質赤字額及び連結実質赤字額はないため、赤字な

　しと記載しています。

※①～④の用語の説明は「用語解説」をご覧ください。

会計名 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

国民健康保険 33 億 7,156 万円 12 億 3,898 万円 36.7％ 12 億 372 万円 35.7％

貸付資金 751 万円 267 万円 35.6％ 108 万円 14.4％

港湾事業 5,267 万円 3,315 万円 62.9％ 1,291 万円 24.5％

公共用地先行取得事業 1,000 円 0 円 0.0％ 0 円 0.0％

介護保険 35 億 6,408 万円 14 億 14 万円 39.3％ 14 億 486 万円 39.4％

後期高齢者医療 5 億 1,093 万円 1億 6,686 万円 32.7％ 2 億 1,730 万円 42.5％

用語解説
①実質赤字比率
　一般会計等についての赤字額を標準財政規模で除したもの。
②連結実質赤字比率
　市の全ての会計の赤字額と黒字額を合算して、その赤
字額を標準財政規模で除したもの。
③実質公債費比率
　一般会計等の支出のうち、公債費や公債費に準じた経費

（公債費にあてるための繰出金等）を標準財政規模で除し
たもの。
④将来負担比率
　一般会計等が将来負担することとなっている実質的な負
債（地方債償還や退職手当等）から、負債の償還に充当可
能な基金等の残高を控除したものを標準財政規模で除した
もの。

歳入 歳出

令和３年度上半期の予算執行状況

1億5,565万円

0円

3,940万円

0円

9,191万円

7億3,279万円

14億3,304万円

3億8,580万円

4,571万円

31億1,127万円

7億8,797万円

5億363万円

3,940万円

15億850万円

9億3,857万円

23億6,332万円

16億3,029万円

7億2,828万円

1億995万円

52億739万円

その他

繰入金

繰越金

市債

県支出金

国庫支出金

地方交付税

各種交付金

地方譲与税

市税

0円

5億3,715万円

6,921万円

2億7,698万円

2億6,365万円

5億1,938万円

3億1,593万円

6,305万円

4,144万円

3億6,046万円

16億566万円

5億2,247万円

7,119万円

3,000万円

11億1,176万円

14億2,787万円

7億6,802万円

5億5,295万円

15億4,663万円

5億9,467万円

2億221万円

4,156万円

11億4,792万円

47億7,288万円

14億7,942万円

1億4,141万円

予備費

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

議会費
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公営企業会計決算状況
問い合わせ

　水道課庶務係  ☎２２-７７６８　下水道課庶務係　☎２２-７７５１

　公営企業会計は、事業経営に伴う収益的収入及び支出と、施設の整備、耐震化、老朽管更新事業や企業

債の償還に要する資本的収入及び支出から構成されています。

水道事業会計

●収益的収入及び支出（消費税抜 ) ●資本的収入及び支出（消費税込）

借入金利息
その他費用
4,828万円

水道施設などの
減価償却費
2億2,163万円

受水費
1億7,405万円

水道施設の
維持管理費など
2億7,908万円

純利益
2億3,273万円

水道料金
9億215万円

その他収入
5,362万円

収入
9億5,577万円

支出
7億2,304万円

●水道事業の概要

（令和３年３月 31 日現在）

給水人口 水道により給水を
受けている人口24,206 人

給水戸数 水道により給水を
受けている戸数12,006 戸

水道普及率 人口に対する給
水人口の割合99.3％

年間総給水量 １年間で市内に
送り出した水量5,663,011 ㎥

有収率 給水量に対する料
金 徴 収 の 対 象 と
なった水量の割合

88.1％

下水道事業会計

●収益的収入及び支出（消費税抜 ) ●資本的収入及び支出（消費税込）

●下水道事業の概要

（令和３年３月 31 日現在）

処理区域内人口 下水処理を開始した
区域に居住する人口4,500 人

水洗化率 処理区域内人口の
うち下水道へ接続
した人口の割合

83.7％

年間汚水処理水量 １年間で汚水処
理を行った水量470,275 ㎥

有収率 給水量に対する料
金 徴 収 の 対 象 と
なった水量の割合

92.4％

区分 収入予算現額 収入済額 収入率 支出予算現額 支出済額 執行率

収益的収支 ９億 6,312 万円 ５億 1,783 万円 53.8％ ８億 2,473 万円 ２億 1,972 万円 26.6％

資本的収支 5,222 万円 ０万円 ０％ ５億 542 万円 4,988 万円 9.9％

区分 収入予算現額 収入済額 収入率 支出予算現額 支出済額 執行率

収益的収支 ６億 1,037 万円 ２億 8,262 万円 46.3％ ５億 9,921 万円 7,846 万円 13.1％

資本的収支 ３億 8,610 万円 5,878 万円 15.2％ ５億 9,517 万円 １億 6,763 万円 28.2％

企業債等
元金償還金
6,334万円

固定資産
購入費
653万円

水道施設
整備費など
6億3,891万円

留保資金
補填額

6億8,014万円

負担金
2,863万円収入

2,863万円

支出
7億877万円

その他費用
822万円

下水道施設などの
減価償却費
3億6,828万円

借入金利息
8,043万円

下水道施設の
維持管理費など
1億2,155万円

下水道使用料
6,498万円

一般会計
負担金補助金
3億1,999万円

その他収入
1億9,351万円

収入
5億7,848万円

支出
5億7,848万円

企業債等
元金償還金

3億1,365万円

下水道施設
整備費など

2億3,147万円

留保資金
補填額

1億8,352万円

企業債借入金
1億9,310万円

一般会計
出資金

4,906万円

国庫補助金
9,750万円

工事負担金
2,194万円

収入
3億6,160万円

支出
5億4,512万円

水道事業会計

下水道事業会計

令和３年度公営企業会計上半期の予算執行状況


